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研究成果の概要（和文）：本研究は，教職課程の質保証に向けて，教職課程を有する大学間の相互評価を通し
て，その質的水準の維持や向上に繋げることを目的とした。COVID-19の影響もある中で可能な限り調査を実施
し，主に以下の点を明らかにした。①市町教育委員会との連携は大学教員や教師志望生が地域の教育課題を認識
することにつながり，結果として自大学の教職課程を見直すことにつながる，②教師志望学生は地域や学校での
体験的な学びの機会を実践的指導力の育成につながる取り組みとして評価している，などであった。一方，教職
課程の適切なポリシーの設定し，教職を担うにふさわしい学生を確保する工夫について改善が必要であることが
明らかとなった。

研究成果の概要（英文）：This study aims to maintain and improve the quality of teacher training 
courses through mutual evaluation among universities toward quality assurance. Despite the impact of
 COVID-19, we conducted a survey and mainly clarified the following points: Coordination with 
municipal boards of education helped university teachers and preservice teachers recognize 
educational issues in the region, leading to a review of the teaching curriculum at their 
university. Preservice teachers valued experiential learning opportunities as an initiative that 
would develop practical leadership skills. However, it is necessary to set appropriate policies for 
teacher training courses and improve ways to secure potential students for the teaching profession.

研究分野： 教師教育

キーワード： 教職課程　質保証　地域連携

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
まず，日本における教職課程や教員養成の質保証に関する研究の動向から，諸外国と比較して，外部の機関が各
大学の質を評価するシステムの充実が遅れている日本において，自律的な質保証を促すために，内部と外部の協
働的な質保証システムを構築していく必要性を明らかにしたことである。次に，教職課程の充実や運営に際して
は，教育委員会や学校と連携するだけでなく，学校現場から大学へのフィードバックも重要であり，それを教職
課程のカリキュラムに反映できるような柔軟な対応が重要であることを明らかにした点である。特に，大学と学
校，教育委員会との連携による教職課程の質的向上に資する成果を残せた点は意義があると考えている。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



１．研究開始当初の背景 
急速な社会の変化に伴い，教育界では複雑化する学校現場に対応できる教員の資質向上のた

めの方策や大学における教員養成のあり方が議論されている。なぜなら，わが国が将来に向けて
更に発展し，繁栄を維持していくためには様々な分野で活躍できる質の高い人材育成が不可欠
であり，こうした人材育成の中核を担うのが学校教育であり，中でも教育の直接の担い手である
教員の資質能力を向上させることが最も重要と考えられている 1）。 
そのような中，わが国では「今後の教員養成・免許制度の在り方について」2）以降，教職課程

の改善・充実に向けた主体的な取り組みが推進されており，教職実践演習の新設・必修化や教育
実習の充実・改善，教員養成カリキュラム委員会の機能の充実・強化などが行われている。この
ことは，単に課程認定基準を遵守するということではなく，「教職課程の質的水準の向上」に向
けた取り組みの実施が期待されていると言えよう 3）。また，「教職生活の全体を通じた教員の資
質能力の総合的な向上方策について」4）や「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上に
ついて～学び合い，高め合う教員育成コミュニティの構築に向けて～」1）では，教職課程の認定
制度の在り方や全学的に教職課程を統括する組織の設置，教職課程における自己点検•評価の実
施など，「教職課程の質の保証・向上」の在り方が示されている。つまり，教員の資質能力の向
上には，その入り口段階である教職課程の質保証や質的水準の向上が求められ，そのための方策
が重要な役割を担っていると考えられる。 
しかしながら，わが国における教職課程の質保証は開設時における課程認定と不定期に行わ

れる教職課程実地視察（外部質保証）が主となっており，課程認定を受けた後に大学が自律的に
教職課程の質の維持，向上にむけた取り組み（内部質保証）が十分に図られていないことが指摘
されている 1）。また，私立大学を中心に教職課程の認定に「通る」ことが最大の関心事になって
いるという指摘もあり，機関としての自律性や主体性が担保されていないと考えられる。このよ
うな課題を解決するには，各大学が教職課程に関する PDCA サイクル が適切に機能させ，教
職課程における自己点検評価の実施を自律的かつ主体的に行うことが適当であると考えられる。 
 
２．研究の目的 
本研究では教職課程を有する大学が相互のピア・レビューを通して，相互に課題を共有し教職

課程の質保証を継続的に実施し，その質的水準の維持や向上を図るための評価システムを開発
することを目的とした。さらに，大学と学校，教育委員会との連携体制の構築による教職課程の
質保証に関する環境整備について成果と課題を明らかにすることも目的とした。 
具体的には，以下 5 つの研究課題を設定して研究を進めることとしていた。 

研究課題①：国内外の文献や研究資料，現地調査などをもとに，高等教育機関における質保証の
在り方，教職課程における質保証の在り方についての研究成果や課題を導出する。 

研究課題②：教職課程を有する総合大学と教員養成系大学の教員養成課程における質保証につ 
いての取り組みについて評価資料を作成し，その成果と課題を明らかにする。 

研究課題③：教職課程を有する総合大学と教員養成系大学の教員養成課程における教職課程に 
ついてピア・レビューを行い，その成果と課題を明らかにする。 

研究課題④：教職課程の充実・改善に向けた大学と学校，教育委員会の連携体制の構築に向けて 
成果と課題を明らかにする。 

研究課題⑤：研究課題①～④を踏まえ，教職課程の質保証の評価システムを開発する。 
 
３．研究の方法 
まず，研究課題①については，資料収集と国内外調査が主である。次に，研究課題②は，2つ

の異なる教職課程を有する大学において，それぞれの大学が教職課程の理念に基づき，どのよう
にカリキュラムを構成し，どのような教員養成を行っているのかなどについて，自己点検・評価
を実施し，その課題や成果を抽出することであった。次に，研究課題③は，研究課題②で作成さ
れた資料をもとに，実際のピア・レビューの実施とその成果，課題の導出を行い，評価者の違い
が評価結果にどのような差異が生まれるのかについて明らかにすることであった。次に，研究課
題④は，教職課程を有する 2 つの大学が協定を結んでいる教育委員会や学校現場等の関係者と
の連携による教員養成教育の質的向上の在り方について検討することであった。しかしながら，
新型コロナウイルスの影響が大きく，各大学の取り組みや教育委員会との連携の在り方など，多
くの制約が発生したため，当初の研究計画から大幅な変更を行い，実施可能な範囲で本研究を実
施した。 
 
４．研究成果 
研究課題①に関連して，日本における教職課程や教員養成の質保証に関する研究の動向から，

日本における教員養成の質保証の実態や課題を導出し，以下の２点が明らかとなった。 
（1）教員養成スタンダードの策定や教員養成に関するカリキュラムの改善だけでなく，内部及
び外部の関係者の参画の仕方なども，日本における教員養成の質保証に関する課題として導出
された。（2）諸外国と比較して，外部の機関が各大学の質を評価するシステムの充実が遅れてい
る日本において，自律的な質保証を促すために，内部と外部の協働的な質保証システムを構築し
ていく必要があるということが示唆された。一方で，活用した資料は，その多くが国立大学の教
育学部が対象となっており，開放制による教員養成の中心を行っている私立大学の質保証に関



する資料を扱っていない。日本における教員養成の質保証を促進するためにも，私立大学の取り
組みやその事例の蓄積，継続した調査が必要であることを指摘した。なお，本成果については，
「日本における教員養成の質保証の現状と課題：国内の研究動向からみる今後への示唆（岩田ら，
2019）」として，論文にまとめた。 
海外の事例調査として，アメリカのカンザス大学（The University of Kansas）を訪問し，同

大学の①質保証のプロセスについて，②学習成果の検証について，③質保証に向けての今後の方
向性について，の３点を中心とした意見交換を行った。具体的には以下の通りである。 
まず，アメリカの教職課程の質保証は，NCATE（National Council for Accreditation of 

Teacher Education）と TEAC（Teacher Education Accreditation Council）によるアクレディ
テーションから，これらが統合された CAEP（Council for the Accreditation of Educator 
Preparation）によって実施されている。CAEP では，基準の 85%を引き継いでおり，その中でも
大きな変化に「卒業後の学生の成長」についての項目が出てきたことである。カンザス大学では，
現在，どのように実施するかを検討中とのことであった。そのような中，カンザス大学では，教
職課程の継続的な質保証に向けて様々な角度から検証を行っていた。また，大学の教職員の全員
が質保証に関わり，エビデンス（評価）をもとに全体（学生やカリキュラム）課題を引き出すよ
うに取り組まれている。具体的には，「Governance(統括)」，「Faculty（学部）」，「Schools（学校）」，
「Students（学生）」の 4つの関わりから検証を行っている。さらに，カンザス大学では，カン
ザス州において設定されている教職スタンダードに基づき教員養成を行っているため，KPTP
（Kansas Performance Teaching Portfolio）という州の基準に基づくポートフォリオによって
学習成果の検証を行っている。具体的には，「KU student course survey data → コース（教
科・校種）による調査」，「Clinical supervisor evaluation → 実習先の指導教員の評価」，
「Graduation survey (completers) → 卒業時の最終調査」，「Career Impact Data →卒業
後の調査，子どもたちの学習成果や教師の資質等」などがポートフォリオに蓄積されているよう
である。 
 研究課題②と研究課題③については，新型コロナウイルスの関係もあり，各大学の取り組みや
ピアレビューの実施など，研究が十分に実施できなかった。 
研究課題④について，大学と学校，教育委員会の連携が教職課程の質的向上にどのように寄与す
るのかについて教職課程を有する総合大学を事例に明らかにした。具体的には，（1）教職課程の
充実には，教師志望生がインターンシップや教育実習など，大学以外での学びについて大学教員
との情報のコミュニケーションによってカリキュラムや内容の充実に向けた取り組みや促進さ
れること，（2）市町教育委員会との連携は大学教員や教師志望生の両者が地域の教育課題を認識
することにつながること，（3）教師志望学生は地域や学校での体験的な学びの機会や実践的指導
力の育成につながる取り組みを評価していること，などを明らかにした。一方で，教職を履修す
る学生の適性や意欲を把握して教職インターンシップや教育実習など，学生を学校現場に送り
出すことや大学内おける教職課程への理解を促すような取り組みを実施することが課題として
挙げられた。なお，本成果の一部は，「Teacher Education issues in Okinawa. In Post-Imperial 
Perspectives on Indigenous Education: Lessons from Japan and Australia(Kakazu and 
Saito,2021」として，Book Chapter としてまとめた。 
また，研究課題④に関連して，教職課程の充実や各大学の主体的な取り組みの推進が求められ

ている中では，学生が何をどう学んだのか，何を身に付けたのかといった状況把握を出発点とし
た議論が必要であるとの課題意識から，教職課程で学んだ学生が教職課程の何を評価し，何を課
題としているのかを明らかにした。その結果，A大学の卒業生は，教職課程での学びを概ね肯定
的に捉えており，とりわけ，地域や学校での体験的な学びの機会や実践的指導力の育成につなが
る取り組みを評価していることが示された。一方で，適切なポリシーの設定や教職課程での学び
への導入など，教職を担うにふさわしい人材を確保する工夫については改善が必要であること
も明らかとなった。本成果の一部は，「教職課程の自律的な質保証に向けて：教員免許取得者の
認識(嘉数,2022」として，論文としてまとめた。 
さらに，教職課程の中でもコアとなる科目であり，近隣教育委員会との連携によって実施して

る「教職インターンシップ」に着目し，教師志望学生が直面する課題や成果を明らかにした。具
体的には，初めての学校現場体験は，教師志望学生が教師を知り，教師のように振る舞うために
必要な知識とスキルを習得することの重要性と，大学での理論的な学びの必要性を理解するの
に役立つことが示唆された。特に，教育委員会や学校と連携して行っている「教職インターンシ
ップ」は学校サイドから大学へのフィードバックも重要であり，教職課程のカリキュラムに反映
できるような柔軟な対応をしていくことも大学として重要であることも明らかになった。本成
果の一部は，「Student teachers’development through a first-time teaching practicum and 
challenges: A qualitative case study approach (Kakazu and Kobayashi, 2023」として，論
文としてまとめた。 
以上が本研究の成果となる。研究開始当初には全く想定していなかった新型コロナウイルス

の流行によって，大幅な研究計画の変更を余儀なくされたが，可能な範囲でデータを収集し， 
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